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令和５年３月１６日 

再チャレン５／５、５／５（令和３年度予備試験民放） 

 

担当：中野知美 

 

＊憲法問題の考え方 

□ 時事問題に意識を配っておきましょう！ 

□ 何が何に反しているかを明確に！ 

□ 適用条文を外さない！ 

□ 法令違憲と適用違憲をしっかり分ける 

 

【設問】 

「Ｂ市歴史的環境保護条例」案のうち，表現活動を規制する部分の憲法適合性について論じ

なさい。なお，同条例案と屋外広告物法・屋外広告物条例，道路交通法などの他の法令との

関係については論じなくてよい。 

 

＊Ｂ市歴史的環境保護条例 

特別規制区域に指定された日以降に，特別規制区域内で広告物（看板，立看板，ポスター等。

表札など居住者の氏名を示すもので，規則で定める基準に適合するものを除く。）を新たに

掲示することは禁止される（違反者は罰金刑に処せられる。）。しかし，市長が「特別規制区

域の歴史的な環境を向上させるものと認められる」として許可を与える場合には，広告物を

掲示することができる。 

 

第二に，特別規制区域内の路上での印刷物（ビラ，チラシ等）の配布は禁止される（違反者

は罰金刑に処せられる。） 

 

＊適用すべき条文→憲法２１条 

 

※なぜ憲法２１条は保障されるのか 

 

＊全体の論述のイメージ 

 

１ 問題提起 

どのような権利に対する規制が、憲法の何に反するか 
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２⑴主張する権利が、憲法上の権利であるか否か（どれぐらい強い権利かどうかも含め） 

⑵２の権利が、制約を受けているか否か（どれぐらい制約されているかどうかを含め） 

 

⑶３の制約が許されないものであるか否か→違憲審査基準 

 

３ 事実認定 

 

４ 結論 

 

＊事前抑制（検閲） 

＊明確性 

＊表現内容規制・内容中立的規制二分論 

 

＜参考判例＞ 

大阪市屋外広告物条例事件判決（最大判昭和４３年１２月１８日） 

前記大阪市屋外広告物条例は、屋外広告物法（昭和二四年法律第一八九号）に基づいて制定

されたもので、右法律と条例の両者相待って、大阪市における美観風致を維持し、および公

衆に対する危害を防止するために、屋外広告物の表示の場所および方法ならびに屋外広告

物を掲出する物件の設置および維持について必要な規制をしているのであり、本件印刷物

の貼付が所論のように営利と関係のないものであるとしても、右法律および条例の規制の

対象とされているものと解すべきところ（屋外広告物法一条、二条、大阪市屋外広告物条例

一条）、被告人らのした橋柱、電柱、電信柱にビラをはりつけた本件各所為のごときは、都

市の美観風致を害するものとして規制の対象とされているものと認めるのを相当とする。

そして、国民の文化的生活の向上を目途とする憲法の下においては、都市の美観風致を維持

することは、公共の福祉を保持する所以であるから、この程度の規制は、公共の福祉のため、

表現の自由に対し許された必要且つ合理的な制限と解することができる。従って、所論の各

禁止規定を憲法に違反するものということはできず（当裁判所昭和二四年（れ）第二五九一

号同二五年九月二七日大法廷判決、刑集四巻九号一七九九頁、昭和二八年（あ）第四〇三〇

号同三〇年三月三〇日大法廷判決、刑集九巻三号六三五頁、昭和二八年（あ）第三一四七号

同三〇年四月六日大法廷判決、刑集九巻四号八一九頁、昭和二八年（あ）第一七一三号同三

二年三月一三日大法廷判決、刑集一一巻三号九九七頁、昭和三七年（あ）第八九九号同三九

年一一月一八日大法廷判決、刑集一八巻九号五六一頁参照）、右と同趣旨に出た原判決の判

断は相当であって、論旨は理由がない。 

 

 

徳島市公安条例事件判決（最大判昭和５０年９月１０日） 
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 二 本条例三条三号、五条の犯罪構成要件としての明確性について 

 次に、本条例三条三号の「交通秩序を維持すること」という規定が犯罪構成要件の内容を

なすものとして明確であるかどうかを検討する。 

 右の規定は、その文言だけからすれば、単に抽象的に交通秩序を維持すべきことを命じて

いるだけで、いかなる作為、不作為を命じているのかその義務内容が具体的に明らかにされ

ていない。全国のいわゆる公安条例の多くにおいては、集団行進等に対して許可制をとりそ

の許可にあたつて交通秩序維持に関する事項についての条件の中で遵守すべき義務内容を

具体的に特定する方法がとられており、また、本条例のように条例自体の中で遵守義務を定

めている場合でも、交通秩序を侵害するおそれのある行為の典型的なものをできるかぎり

列挙例示することによつてその義務内容の明確化を図ることが十分可能であるにもかかわ

らず、本条例がその点についてなんらの考慮を払つていないことは、立法措置として著しく

妥当を欠くものがあるといわなければならない。しかしながら、およそ、刑罰法規の定める

犯罪構成要件があいまい不明確のゆえに憲法三一条に違反し無効であるとされるのは、そ

の規定が通常の判断能力を有する一般人に対して、禁止される行為とそうでない行為とを

識別するための基準を示すところがなく、そのため、その適用を受ける国民に対して刑罰の

対象となる行為をあらかじめ告知する機能を果たさず、また、その運用がこれを適用する国

又は地方公共団体の機関の主観的判断にゆだねられて恣意に流れる等、重大な弊害を生ず

るからであると考えられる。しかし、一般に法規は、規定の文言の表現力に限界があるばか

りでなく、その性質上多かれ少なかれ抽象性を有し、刑罰法規もその例外をなすものではな

いから、禁止される行為とそうでない行為との識別を可能ならしめる基準といつても、必ず

しも常に絶対的なそれを要求することはできず、合理的な判断を必要とする場合があるこ

とを免れない。それゆえ、ある刑罰法規があいまい不明確のゆえに憲法三一条に違反するも

のと認めるべきかどうかは、通常の判断能力を有する一般人の理解において、具体的場合に

当該行為がその適用を受けるものかどうかの判断を可能ならしめるような基準が読みとれ

るかどうかによつてこれを決定すべきである。 

 そもそも、道路における集団行進等は、多数人が集団となつて継続的に道路の一部を占拠

し歩行その他の形態においてこれを使用するものであるから、このような行動が行われな

い場合における交通秩序を必然的に何程か侵害する可能性を有することを免れないもので

ある。本条例は、集団行進等が表現の一態様として憲法上保障されるべき要素を有すること

にかんがみ、届出制を採用し、集団行進等の形態が交通秩序に不可避的にもたらす障害が生

じても、なおこれを忍ぶべきものとして許容しているのであるから、本条例三条三号の規定

が禁止する交通秩序の侵害は、当該集団行進等に不可避的に随伴するものを指すものでな

いことは、極めて明らかである。ところが、思想表現行為としての集団行進等は、前述のよ

うに、これに参加する多数の者が、行進その他の一体的行動によつてその共通の主張、要求、

観念等を一般公衆等に強く印象づけるために行うものであり、専らこのような一体的行動

によつてこれを示すところにその本質的な意義と価値があるものであるから、これに対し
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て、それが秩序正しく平穏に行われて不必要に地方公共の安寧と秩序を脅かすような行動

にわたらないことを要求しても、それは、右のような思想表現行為としての集団行進等の本

質的な意義と価値を失わしめ憲法上保障されている表現の自由を不当に制限することには

ならないのである。そうすると本条例三条が、集団行進等を行おうとする者が、集団行進等

の秩序を保ち、公共の安寧を保持するために守らなければならない事項の一つとして、その

三号に「交通秩序を維持すること」を掲げているのは、道路における集団行進等が一般的に

秩序正しく平穏に行われる場合にこれに随伴する交通秩序阻害の程度を超えた、殊更な交

通秩序の阻害をもたらすような行為を避止すべきことを命じているものと解されるのであ

る。そして、通常の判断能力を有する一般人が、具体的場合において、自己がしようとする

行為が右条項による禁止に触れるものであるかどうかを判断するにあたつては、その行為

が秩序正しく平穏に行われる集団行進等に伴う交通秩序の阻害を生ずるにとどまるもの

か、あるいは殊更な交通秩序の阻害をもたらすようなものであるかを考えることにより、通

常その判断にさほどの困難を感じることはないはずであり、例えば各地における道路上の

集団行進等に際して往々みられるだ行進、うず巻行進、すわり込み、道路一杯を占拠するい

わゆるフランスデモ等の行為が、秩序正しく平穏な集団行進等に随伴する交通秩序阻害の

程度を超えて、殊更な交通秩序の阻害をもたらすような行為にあたるものと容易に想到す

ることができるというべきである。 

 さらに、前述のように、このような殊更な交通秩序の阻害をもたらすような行為は、思想

表現行為としての集団行進等に不可欠な要素ではなく、したがつて、これを禁止しても国民

の憲法上の権利の正当な行使を制限することにはならず、また、殊更な交通秩序の阻害をも

たらすような行為であるかどうかは、通常さほどの困難なしに判断しうることであるから、

本条例三条三号の規定により、国民の憲法上の権利の正当な行使が阻害されるおそれがあ

るとか、国又は地方公共団体の機関による恣意的な運用を許すおそれがあるとは、ほとんど

考えられないのである（なお、記録上あらわれた本条例の運用の実態をみても、本条例三条

三号の規定が、国民の憲法上の権利の正当な行使を阻害したとか、国又は地方公共団体の機

関の恣意的な運用を許したとかいう弊害を生じた形跡は、全く認められない。）。 

 このように見てくると、本条例三条三号の規定は、確かにその文言が抽象的であるとのそ

しりを免れないとはいえ、集団行進等における道路交通の秩序遵守についての基準を読み

とることが可能であり、犯罪構成要件の内容をなすものとして明確性を欠き憲法三一条に

違反するものとはいえないから、これと異なる見解に立つ原判決及びその維持する第一審

判決は、憲法三一条の解釈適用を誤つたものというべく、論旨は理由がある。 

 よつて、刑訴法四一〇条一項本文により第一審判決及び原判決を破棄し、直ちに判決をす

ることができるものと認めて、同法四一三条但書により被告事件についてさらに判決する。 

 第一審判決の認定によると、被告人は、昭和四三年一二月一〇日Ｂ主催の「Ｂ五二、Ｄ・

Ｅ基地撤去、騒乱罪粉砕、安保推進内閣打倒」、を表明する徳島市ｉ町ｆ丁目Ｆ公園から同

市ａ、ｂ町、ｃ町、ｄ、ｂ町丸新デパート前路上に至る集団示威行進に、青年労働者、学生
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ら約三〇〇名とともに参加したが、右集団示威行進に対しては、所轄徳島東警察署長がその

道路使用を許可するにあたり、「だ行進、うず巻行進、ことさらなかけ足又はおそ足行進、

停滞、すわり込み、先行てい団との併進、先行てい団の追越し及びいわゆるフランスデモ等

交通秩序を乱すおそれがある行為をしないこと」との条件を付していたのに、右集団示威行

進の先頭集団約八〇名が同日午後六時三六分ころから同六時三八分すぎころまでの間、県

道宮倉徳島線上の同市ｅ町ｆ丁目Ｆ公園南東出入口付近の車道から同市新町橋西側車道南

詰付近までの約七〇メートルの区間において最大幅約八メートルの右車道幅員一杯の、ま

た、同日午後六時三九分ころ、同県道上同市ａｇ丁目八百秀食料品店前横断歩道北側端から

同豊栄堂小間物店前付近までの約三五メートルの区間において、右車道幅員の約三分の二

程度の部分を占める最大幅約五メートルの、それぞれだ行進をし交通秩序の維持に反する

行為をした際、みずから右先頭集団直近の隊列外に位置して断続的に右先頭集団とともに

だ行進をしたり、笛を吹いたり、両腕を前後に振つて合図する等し、集団行進者にだ行進を

させるよう刺激を与え、もつて集団行進者が交通秩序の維持に反する行為をするようにせ

ん動し、かつ、右徳島東警察署長の付した道路使用許可条件に違反したもの（第一審判決の

証拠の標目掲記の各証拠及び証人Ｈ、同Ｉ、同Ｊ、同Ｋの各第一審公判廷における供述によ

る。）であり、右事実に法令を適用すると、被告人の右所為のうち、先頭集団直近の隊列外

に位置して、だ行進をしたり、笛を吹いたり、両腕を前後に振つて合図する等して、集団行

進者にだ行進をさせるよう刺激を与え、もつて集団行進者が交通秩序の維持に反する行為

をするようにせん動した点は、本条例三条三号、五条（刑法六条、一〇条により罰金額の寡

額は、昭和四七年法律第六一号による改正前の罰金等臨時措置法二条一項所定の額によ

る。）に、被告人がみずからだ行進をし徳島東警察署長の付した道路使用許可条件に違反し

た点は、道路交通法七七条一項四号、三項、一一九条一項一三号、徳島県道路交通施行細則

一一条三号（罰金額の寡額につき前に同じ。）に、それぞれ該当するが、右は一個の行為で

二個の罪名に触れる場合であるから、刑法五四条一項前段、一〇条により一罪として、重い

本条例三条三号、五条の罪の刑で処断することとし、所定刑中罰金刑を選択し、その金額の

範囲内で被告人を罰金一万円に処し、被告人において右罰金を完納することができないと

きは、刑法一八条により金一〇〇〇円を一日に換算した期間被告人を労役場に留置するこ

ととし、第一審における訴訟費用は、刑訴法一八一条一項本文によりこれを被告人に負担さ

せることとし、主文のとおり判決する。 

 

税関検査事件判決（最大判昭和５９年１２月１２日） 

 三 三号物件に関する輸入規制と検閲（憲法二一条二項前段） 

 1 憲法二一条二項前段は、「検閲は、これをしてはならない。」と規定する。憲法が、表

現の自由につき、広くこれを保障する旨の一般的規定を同条一項に置きながら、別に検閲の

禁止についてかような特別の規定を設けたのは、検閲がその性質上表現の自由に対する最

も厳しい制約となるものであることにかんがみ、これについては、公共の福祉を理由とする
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例外の許容（憲法一二条、一三条参照）をも認めない趣旨を明らかにしたものと解すべきで

ある。けだし、諸外国においても、表現を事前に規制する検閲の制度により思想表現の自由

が著しく制限されたという歴史的経験があり、また、わが国においても、旧憲法下における

出版法（明治二六年法律第一五号）、新聞紙法（明治四二年法律第四一号）により、文書、

図画ないし新聞、雑誌等を出版直前ないし発行時に提出させた上、その発売、頒布を禁止す

る権限が内務大臣に与えられ、その運用を通じて実質的な検閲が行われたほか、映画法（昭

和一四年法律第六六号）により映画フィルムにつき内務大臣による典型的な検閲が行われ

る等、思想の自由な発表、交流が妨げられるに至つた経験を有するのであつて、憲法二一条

二項前段の規定は、これらの経験に基づいて、検閲の絶対的禁止を宣言した趣旨と解される

のである。 

 そして、前記のような沿革に基づき、右の解釈を前提として考究すると、憲法二一条二項

にいう「検閲」とは、行政権が主体となつて、思想内容等の表現物を対象とし、その全部又

は一部の発表の禁止を目的として、対象とされる一定の表現物につき網羅的一般的に、発表

前にその内容を審査した上、不適当と認めるものの発表を禁止することを、その特質として

備えるものを指すと解すべきである。 

 2 そこで、三号物件に関する税関検査が憲法二一条二項にいう「検閲」に当たるか否か

について判断する。 

 (一) 税関検査の結果、輸入申告にかかる書籍、図画その他の物品や輸入される郵便物中

にある信書以外の物につき、それが三号物件に該当すると認めるのに相当の理由があると

して税関長よりその旨の通知がされたときは、以後これを適法に輸入する途が閉ざされる

こと前述のとおりであつて、その結果、当該表現物に表された思想内容等は、わが国内にお

いては発表の機会を奪われることとなる。また、表現の自由の保障は、他面において、これ

を受ける者の側の知る自由の保障をも伴うものと解すべきところ（最高裁昭和四四年（し）

第六八号同年一一月二六日大法廷決定・刑集二三巻一一号一四九〇頁、同昭和五二年（オ）

第九二七号同五八年六月二二日大法廷判決・民集三七巻五号七九三頁参照）、税関長の右処

分により、わが国内においては、当該表現物に表された思想内容等に接する機会を奪われ、

右の知る自由が制限されることとなる。これらの点において、税関検査が表現の事前規制た

る側面を有することを否定することはできない。 

 しかし、これにより輸入が禁止される表現物は、一般に、国外においては既に発表済みの

ものであつて、その輸入を禁止したからといつて、それは、当該表現物につき、事前に発表

そのものを一切禁止するというものではない。また、当該表現物は、輸入が禁止されるだけ

であつて、税関により没収、廃棄されるわけではないから、発表の機会が全面的に奪われて

しまうというわけのものでもない。その意味において、税関検査は、事前規制そのものとい

うことはできない。 

 (二) 税関検査は、関税徴収手続の一環として、これに付随して行われるもので、思想内

容等の表現物に限らず、広く輸入される貨物及び輸入される郵便物中の信書以外の物の全
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般を対象とし、三号物件についても、右のような付随的手続の中で容易に判定し得る限りに

おいて審査しようとするものにすぎず、思想内容等それ自体を網羅的に審査し規制するこ

とを目的とするものではない。 

 (三) 税関検査は行政権によつて行われるとはいえ、その主体となる税関は、関税の確定

及び徴収を本来の職務内容とする機関であつて、特に思想内容等を対象としてこれを規制

することを独自の使命とするものではなく、また、前述のように、思想内容等の表現物につ

き税関長の通知がされたときは司法審査の機会が与えられているのであつて、行政権の判

断が最終的なものとされるわけではない。 

 以上の諸点を総合して考察すると、三号物件に関する税関検査は、憲法二一条二項にいう

「検閲」に当たらないものというべきである。なお、憲法上検閲を禁止する旨の規定が置か

れている国を含め、諸外国において、一定の表現物に関する税関検査が行われていること

も、右の結論と照応するものというべきである。 

 3 右の次第であるから、所論憲法二一条二項前段違反の主張は理由がない。 

 四 三号物件に関する輸入規制と表現の自由（憲法二一条一項） 

 1 本件においては、上告人あての郵便物中に猥褻な書籍、図画があるとして関税定率法

二一条一項三号の規定が適用されたものであるところ、同号の「風俗を害すべき書籍、図画」

等の中に猥褻な書籍、図画等が含まれることは明らかであるから、同号の規定が所論のよう

に明確性に欠けるか否かについてはのちに論及することとして、まず、これによる猥褻な書

籍、図画等の輸入規制が憲法二一条一項の規定に違反するかどうかについて検討する。 

 思うに、表現の自由は、憲法の保障する基本的人権の中でも特に重要視されるべきもので

あるが、さりとて絶対無制限なものではなく、公共の福祉による制限の下にあることは、い

うまでもない。また、性的秩序を守り、最小限度の性道徳を維持することは公共の福祉の内

容をなすものであつて、猥褻文書の頒布等は公共の福祉に反するものであり、これを処罰の

対象とすることが表現の自由に関する憲法二一条一項の規定に違反するものでないこと

も、明らかである（最高裁昭和二八年（あ）第一七一三号同三二年三月一三日大法廷判決・

刑集一一巻三号九九七頁、同昭和三九年（あ）第三〇五号同四四年一〇月一五日大法廷判決・

刑集二三巻一〇号一二三九頁参照）。そして、わが国内における健全な性的風俗を維持確保

する見地からするときは、猥褻表現物がみだりに国外から流入することを阻止することは、

公共の福祉に合致するものであり、猥褻刊行物ノ流布及取引ノ禁止ノ為ノ国際条約（昭和一

一年条約第三号）一条の規定が締約国に頒布等を目的とする猥褻な物品の輸入行為等を処

罰することを義務づけていることをも併せ考えると、表現の自由に関する憲法の保障も、そ

の限りにおいて制約を受けるものというほかなく、前述のような税関検査による猥褻表現

物の輸入規制は、憲法二一条一項の規定に反するものではないというべきである。 

 わが国内において猥褻文書等に関する行為が処罰の対象となるのは、その頒布、販売及び

販売の目的をもつてする所持等であつて（刑法一七五条）、単なる所持自体は処罰の対象と

されていないから、最小限度の制約としては、単なる所持を目的とする輸入は、これを規制
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の対象から除外すべき筋合いであるけれども、いかなる目的で輸入されるかはたやすく識

別され難いばかりでなく、流入した猥褻表現物を頒布、販売の過程に置くことが容易である

ことは見易い道理であるから、猥褻表現物の流入、伝播によりわが国内における健全な性的

風俗が害されることを実効的に防止するには、単なる所持目的かどうかを区別することな

く、その流入を一般的に、いわば水際で阻止することもやむを得ないものといわなければな

らない。 

 また、このようにして猥褻表現物である書籍、図画等の輸入が一切禁止されることとなる

結果、わが国内における発表の機会が奪われるとともに、国民のこれに接する機会も失わ

れ、知る自由が制限されることとなるのは否定し難いところであるが、かかる書籍、図画等

については、前述のとおり、もともとその頒布、販売は国内において禁止されており、これ

についての発表の自由も知る自由も、他の一般の表現物の場合に比し、著しく制限されてい

るのであつて、このことを考慮すれば、右のような制限もやむを得ないものとして是認せざ

るを得ない。 

 2 上告人は、関税定率法二一条一項三号の規定が明確性を欠き、その文言不明確の故に

当該規定自体が違憲無効である旨主張するので、以下、この点について判断する。同号は、

書籍、図画、彫刻物その他の物品のうち「公安又は風俗を害すべき」ものを輸入禁制品とし

て掲げているが、これは、「公安」又は「風俗」という規制の対象として可分な二種のもの

を便宜一の条文中に規定したものと解されるので、本件においては、上告人に適用があると

された「風俗」に関する部分についてのみ考究することとする。 

 (一) 同法二一条一項三号は、輸入を禁止すべき物品として、「風俗を害すべき書籍、図

画」等と規定する。この規定のうち、「風俗」という用語そのものの意味内容は、性的風俗、

社会的風俗、宗教的風俗等多義にわたり、その文言自体から直ちに一義的に明らかであると

はいえないことは所論のとおりであるが、およそ法的規制の対象として「風俗を害すべき書

籍、図画」というときは、性的風俗を害すべきもの、すなわち猥褻な書籍、図画等を意味す

るものと解することができるのであつて、この間の消息は、旧刑法（明治一三年太政官布告

第三六号）が「風俗ヲ害スル罪」の章の中に書籍、図画等の表現物に関する罪として猥褻物

公然陳列と同販売の罪のみを規定し、また、現行刑法上、表現物で風俗を害すべきものとし

て規制の対象とされるのは一七五条の猥褻文書、図画等のみであることによつても窺うこ

とができるのである。 

 したがつて、関税定率法二一条一項三号にいう「風俗を害すべき書籍、図画」等との規定

を合理的に解釈すれば、右にいう「風俗」とは専ら性的風俗を意味し、右規定により輸入禁

止の対象とされるのは猥褻な書籍、図画等に限られるものということができ、このような限

定的な解釈が可能である以上、右規定は、何ら明確性に欠けるものではなく、憲法二一条一

項の規定に反しない合憲的なものというべきである。以下、これを詳述する。 

 (二) 表現物の規制についての関係法令をみるのに、刑法の規定は前述のとおりであり、

旧関税定率法（明治三九年法律第一九号）一〇条三号及びこれを踏襲した関税定率法二一条
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一項三号にいう「風俗を害すべき」との用語は、旧憲法の下においては、当時施行されてい

た出版法が「風俗ヲ壊乱スルモノ」を、また新聞紙法が「風俗ヲ害スルモノ」を規制の対象

としていた関係規定との対比において、「猥褻」を中核としつつ、なお「不倫」その他若干

の観念を含む余地があつたものと解され得るのである。しかしながら、日本国憲法施行後に

おいては、右出版法、新聞紙法等の廃止により、猥褻物以外の表現物については、その頒布、

販売等の規制が解除されたため、その限りにおいてその輸入を禁止すべき理由は消滅し、こ

れに対し猥褻表現物については、なお刑法一七五条の規定の存置により輸入禁止の必要が

存続しているのであつて、以上にみるような一般法としての刑法の規定を背景とした「風

俗」という用語の趣旨及び表現物の規制に関する法規の変遷に徴し、関税定率法二一条一項

三号にいう「風俗を害すべき書籍、図画」等を猥褻な書籍、図画等に限定して解釈すること

は、十分な合理性を有するものということができるのである。 

 (三) 表現の自由は、前述のとおり、憲法の保障する基本的人権の中でも特に重要視され

るべきものであつて、法律をもつて表現の自由を規制するについては、基準の広汎、不明確

の故に当該規制が本来憲法上許容されるべき表現にまで及ぼされて表現の自由が不当に制

限されるという結果を招くことがないように配慮する必要があり、事前規制的なものにつ

いては特に然りというべきである。法律の解釈、特にその規定の文言を限定して解釈する場

合においても、その要請は異なるところがない。したがつて、表現の自由を規制する法律の

規定について限定解釈をすることが許されるのは、その解釈により、規制の対象となるもの

とそうでないものとが明確に区別され、かつ、合憲的に規制し得るもののみが規制の対象と

なることが明らかにされる場合でなければならず、また、一般国民の理解において、具体的

場合に当該表現物が規制の対象となるかどうかの判断を可能ならしめるような基準をその

規定から読みとることができるものでなければならない（最高昭和四八年（あ）第九一〇号

裁同五〇年九月一〇日大法廷判決・刑集二九巻八号四八九頁参照）。けだし、かかる制約を

付さないとすれば、規制の基準が不明確であるかあるいは広汎に失するため、表現の自由が

不当に制限されることとなるばかりでなく、国民がその規定の適用を恐れて本来自由に行

い得る表現行為までも差し控えるという効果を生むこととなるからである。 

 (四) これを本件についてみるのに、猥褻表現物の輸入を禁止することによる表現の自由

の制限が憲法二一条一項の規定に違反するものでないことは、前述したとおりであつて、関

税定率法二一条一項三号の「風俗を害すべき書籍、図画」等を猥褻な書籍、図画等のみを指

すものと限定的に解釈することによつて、合憲的に規制し得るもののみがその対象となる

ことが明らかにされたものということができる。また、右規定において「風俗を害すべき書

籍、図画」とある文言が専ら猥褻な書籍、図画を意味することは、現在の社会事情の下にお

いて、わが国内における社会通念に合致するものといつて妨げない。そして、猥褻性の概念

は刑法一七五条の規定の解釈に関する判例の蓄積により明確化されており、規制の対象と

なるものとそうでないものとの区別の基準につき、明確性の要請に欠けるところはなく、前

記三号の規定を右のように限定的に解釈すれば、憲法上保護に値する表現行為をしようと
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する者を萎縮させ、表現の自由を不当に制限する結果を招来するおそれのないものという

ことができる。 

 (五) 以上要するに、関税定率法二一条一項三号の「風俗を害すべき書籍、図画」等の中

に猥褻物以外のものを含めて解釈するときは、規制の対象となる書籍、図画等の範囲が広

汎、不明確となることを免れず、憲法二一条一項の規定の法意に照らして、かかる法律の規

定は違憲無効となるものというべく、前記のような限定解釈によつて初めて合憲なものと

して是認し得るのである。 

 そして、本件のように、日本国憲法施行前に制定された法律の規定の如きについては、合

理的な法解釈の範囲内において可能である限り、憲法と調和するように解釈してその効力

を維持すべく、法律の文言にとらわれてその効力を否定するのは相当でない。 

 3 右の次第であるから、関税定率法二一条一項三号にいう「風俗を害すべき書籍、図画」

等とは、猥褻な書籍、図画等を指すものと解すべきであり、右規定は広汎又は不明確の故に

違憲無効ということはできず、当該規定による猥褻表現物の輸入規制が憲法二一条一項の

規定に違反するものでないことは、上来説示のとおりである。したがつて、所論憲法二一条

一項違反の主張は理由がなく、関税定率法の右規定の不明確を前提とする憲法二九条、三一

条違反の主張は、すべて失当である。 

 五 郵便物に関する税関検査と通信の秘密（憲法二一条二項後段） 

 憲法二一条二項後段の規定は、郵便物については信書の秘密を保障するものであるが、関

税法七六条一項ただし書の規定によれば、郵便物に関する税関検査は、信書以外の物につい

てされるものであり、原審の適法に確定したところによると、本件の上告人あての郵便物

は、いずれも信書には当たらないというのであるから、右郵便物についてした税関検査は、

信書の秘密を侵すものではない。したがつて、その余の所論に論及するまでもなく、憲法二

一条二項後段違反の主張は理由がない。 

 六 本件貨物の関税定率法二一条一項三号該当性 

 原審の適法に確定した事実関係の下において、本件貨物がいずれも猥褻性を有し関税定

率法二一条一項三号にいう「風俗を害すべき書籍、図画」に該当するとした原審の判断は、

正当として是認することができ、原判決に所論の違法はない。 

 

 

 


